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研究成果の概要（和文）：1974年開始の青少年の性行動全国調査は以後6年ごとに実施されており、2017年はそ
の第8回にあたる。その実査に向け、2015年に研究会が組織された。最初の2年間は調査票の策定に当てられ、特
に情報化社会の進展により新たに必要となった質問文の検討が綿密に行われた。それと並行して、全国各地の中
学校、高等学校に赴き、調査受け入れのお願いに回った。実査は2017年の７月から開始され、12月に終了した。
その後、データの入力およびクリーニングを行った。2018年度は調査結果の分析に当てられ、第一次報告として
2018年東京性教育セミナーで結果を発表するとともに、書籍の出版に向けた論文執筆に取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：The National Survey of Sexual Behavior of Japanese Youth Since 1974 has been
 conducted almost every 6 years. it was the year of implemented of 8th in 2017. In the first two 
years of study period, we have made survey sheet development.Especially, the new questions relating 
to informational society were considered carefully.At the same time we visited to junior high 
schools and high school in the whole country to ask our survey acceptance. we started investigation 
in July of 2017 and finished in December. After that, we entered and cleaned the date. In 2018 we 
analysis the date, and presented the results at the Sexual Education Training Seminar in Tokyo. 
Farther, we prepare to book publication.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
この研究は、青少年の性行動・性意識について継続的に、しかも全国レベルで行われている唯一の調査であり、
世界的に見ても価値の高いものといえる。中学生、高校生、大学生の性行動の実態を示すとともに、その背景に
ある彼らの性意識や性規範についても明らかにしている。それに家庭や学校、友人、メディアなどがどのような
影響を与えているのかについて分析することを通じ、これから必要とされる性教育についても提言を行っていこ
うとする社会的意義を有する。実際に、これまでの調査結果の報告は、広く学校現場で活用されている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 1974年以来ほぼ 6年ごとに実施されてきた青少年の性行動全国調査は、2017年に第 8回を
迎えることとなった。前回第 7回（2011年）調査においては、前々回にあたる第 6回（2005
年）調査までは一貫して上昇傾向にあった青少年の性行動経験率に、一転して低下傾向が認め
られたことが、社会的に大きな話題となった。そうした低下現象が一過性のものにとどまらず、
さらに今も続いているのか。もしそうならばその理由としては、どのようなことが考えられる
のか。それについて解明することは、青少年の性行動について専門に研究する研究者にとどま
らず、一般の人々にとっても少子高齢化社会の中にあってはとくに、社会的関心の高いテーマ
といえる。青少年の性行動を長年にわたり、ほぼ同じ質問項目で、全国規模で大量に把握でき
る調査は他に類をみない。その調査を引き続き実施・継承していくことは、社会的要請といえ
るだろう。 
 
２．研究の目的 
 1970年代以降の日本において、青少年の性行動や性意識がどのような変化を遂げたのか、そ
の実態と趨勢を数量的に把握することがこの研究の目的である。青少年の性行動および性意識
に対し、家族関係、学校（性教育も含む）、友人関係、メディア利用などがどのように影響して
いるのか、とりわけ現代の情報化（携帯電話の普及、ソーシャルネットワークサービスの利用
など）の及ぼした影響を特定化し、また性被害やドメスティック・バイオレンスなど、青少年
が直面している問題の実態を明らかにすることを試みる。ますます多様化する情報環境の中で
若者たちがどのような性情報を得ているのか、そのさまざまな場面で行われる性教育の効果を、
青少年の性行動・性意識と関連付けながら精査・測定していく。 
 
３．研究の方法 
 まず過去第 2回から 7回まで実施された性行動調査に含まれる 3万ケース以上を統合データ
として整備した。そのデータについて主要項目の趨勢分析を行うとともに、各研究テーマに関
する回答傾向を把握し、先行研究の知見と照らし合わせながら調査仮説を絞り込んでいった。 
さらに学校関係者や研究者などへのインフォーマント調査を行い、また各種統計資料をもと
に、2015年には大学生を対象とする予備調査を企画・実施した。この予備調査では、2017年
度実施の本調査の仮説や調査票の内容を精査するだけでなく、本調査実施の際の協力体制につ
いても併せて検討した。これと並行して、調査法や分析方法についても吟味を重ねた。またセ
クシュアリティをテーマに開かれた 2016 年のアメリカ社会学会においても情報収集をおこな
った。 
このような調査内容や調査方法の検討、予備調査の分析などは、3 カ月に一度程度開催する
研究会を通じて行われた。研究会では、個別テーマに関して各自が研究した成果の発表を行う
とともに、調査票の原案を作成し、本調査の実施に向けた情報収集や意見交換を行った。 
本調査については、層化算段抽出法によって調査対象者の抽出を行い、2017年 6月から 12
月にかけて実施された。その内訳は人口 100万人を超える大都市 6地点、中都市 33地点、町
村 4 地点である。さらにこれらの地点から地域規模や学校種別などを考慮し、中学校 23 校、
高校 20 校を選んだ。最後に選ばれた学校の各学年から同意の得られた学級を調査対象集団と
して選定した。 
こうして選び出された調査対象者に対し、自記式集合調査を実施し、その場で調査票に記入
し、封入する形で回収に当たった。プライバシー保護のため、調査員は生徒たちと面識のない
ものを派遣した。大学は上記の地点のうち、大都市および中都市の中から 43 校を選び、調査
協力の同意した大学教員が教室で封筒に入った調査票を配布し、調査の趣旨を説明した。そし
て調査に同意した学生が原則としてその場で調査票に記入し、封入・厳封の上、提出してもら
った。回収数は中学生 4449名、高校生 4282名、大学生 4194名、合計 12925名であった。 
調査票は回収後順次データ入力、およびクリーニングが行われ、担当に従い各自分析を進め
た。単純集計を中心とした第一次報告書を作成するとともに、東京性教育セミナー2018にて 5
名が報告を行った。 

 
 
４．研究成果 
 第 4回(1993 年)調査を境に多くの社会学者が調査設計の段階から携わることによって、デー
ト経験、性的関心経験、キス経験、性交経験といった主要な性行動に加え、性規範意識、ジェ
ンダー役割意識、受けてきた性教育の内容や性的関心事項、性情報源、性被害ならびにデート
DV 経験、さらには性知識といった形で、幅広い性行動・性意識について尋ねてきた。それをさ
らに、家庭や学校、友人関係イメージやアルバイト状況といった環境と結び付けることによっ
て、性行動のさまざまなパターンを描き出すべく努めてきた。 
 第 8回(2017 年)の調査結果からは、第 7回(2011 年)調査よりもさらに青少年の性行動経験率
が低下していることが示された。ただし、一様に低下したわけではなく、比較的活発な性行動
を行う一部の層と、不活発な層への分極化がみられた。とくに女性の若いコーホートにおいて
比較的多くの活発層の存在が認められたが、その中には性的関心を持たないままに性交経験に
至っている者の割合が増加していることが明らかにされた。不活発層が出現している要因につ



いては、経済的自立を重視していると性行動が先延ばしされる傾向にあることから、経済的自
立意識の高まりが 1つの仮説として提起された。一方で、高校生女子で特に一人の相手と継続
的に関係を続けているケースは、大学進学を想定していない人々に占める割合が高く、キャリ
ア展望の違いを示す結果が導かれた。さらに、早期に性行動を経験した場合には不確実な避妊
を行っているケースが多いことも明らかとなり、そこに何らかの対応が必要とされていること
が示された。 
経験と環境要因との分析においては、家庭環境と性行動の間には密接な関連があり、家族の
構成によって性行動経験率は異なっていた。とくに交友関係の広がりやアルバイトなど、家庭
の外で過ごす時間が長いと、性行動経験率が高かった。友人関係については、周囲に経験して
いる者の割合を過大に見積もるか、過小に見積もるかという傾向が、性交経験の有無や経験が
ないことを恥ずかしく思うかどうかに関連していた。とくに友人との性的な会話をする割合が
減少していることは、経験に向けたピア・プレッシャーを低下させ、性交経験率の低下へとつ
ながっている可能性が高い。 
性教育については、身体的側面については学習指導要領に示される内容にしたがい、習った
とする割合が高かった一方で、心理的・社会的側面については、前回との比較で既習率が頭打
ちになっている項目と、たとえば性的マイノリティのように大幅に既習率が上がっている項目
とが混在し、性教育の内容はときどきの社会的関心にもかなり左右される実情が示される結果
といえる。その一方で、性知識の正答率は前回よりも特に大学生で下がっていた。学校の性教
育はとくに避妊情報源として頼りにされているのに対し、セックスについての情報源として前
回から大きく割合を伸ばしたのがインターネットであった。高校生のスマートフォン保有率が
9 割を超える状況にあって、性的関心の高いものは能動的に個人でさまざまな情報を探索し、
性的関心の低い層との情報格差はますます大きくなるだろう。それに対してどのような形で性
に関する正しい情報が提供されるべきであるのか検討することも、今後の課題となろう。 
性被害については、社会的取り組みの成果か、痴漢被害等の経験率が低下していた一方で、
被害者が異なる形の被害を経験する被害の重複性が、とくにパートナーとの関係において深刻
であることが示された。また、おもてに出にくい男性の性被害の深刻さについても指摘された。
そうした性被害の状況は、｢性について悩んでいること｣について自由記述からもうかがわれた。
とくに性的マイノリティであると感じている人からの回答割合は高かった。それは今回の調査
で初めて、性別に「男性」、「女性」だけでなく「その他」を加えたこと、また性的指向につい
て尋ねる設問を入れたことによって、可能になった分析といえる。性的マイノリティについて
は、文部科学省の通達もあり、学校現場の性教育でも取り上げられることが以前よりも確実に
多くなっているものの、十分とはいえないようである。 
以上の結果については、2019 年 8 月刊行予定の『「若者の性」白書 第 8 回青少年性行動全
国調査報告』において、詳しい分析が示される予定となっている。 
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